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民営事業所数は40万8,713事業所　全国第２位
平成24年経済センサス-活動調査による民営事業所(以下「事業所」)の数は、40万8,713事業所で、平成21年経済センサス-基礎調査(以下「前回調査」)と比べると、事業所数は３万5,135事業所(前回比7.9％)減少しています。

産業大分類別では、「卸売業，小売業」が10万5,056事業所(構成比25.7％)と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が５万6,359事業所(同13.8％)、「製造業」が４万7,442事業所(同11.6％)となっています。
構成比では、「医療，福祉」が全体の7.0％で、前回調査と比べ0.8ポイント増加している一方、「製造業」は11.6％で、前回調査と比べ0.4ポイント減少しています。
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売上高（億円）

全国に占める

割合（%）

全国順位

卸売業，小売業 541,553 11.0 2位

製造業 178,520 6.0 3位

医療，福祉 39,391 5.2 2位

生活関連サービス業，娯楽業 24,134 6.5 2位

不動産業，物品賃貸業 39,806 11.5 2位

学術研究，専門・技術サービス業 20,060 7.4 3位

宿泊業，飲食サービス業 15,482 8.1 2位

農林漁業(個人経営を除く） 395 1.0 34位

鉱業，採石業，砂利採取業 32 0.6 40位
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従業者数
　
従業者数は433万4,776人　全国第２位
平成24年の従業者数は、433万4,776人で、前回調査と比べると従業者数は31万296人(前回比6.7％)減少しています。また、男女別の内訳は、男性が245万6,639人(男女比56.7％)、女性は186万7,623人(同43.1％)となっています。
産業大分類別では、「卸売業，小売業」が98万1,745人(構成比22.6％)と最も多く、次いで「製造業」が64万8,017人(同14.9％)、「医療，福祉」が48万4,203人(同11.2％)、「宿泊業，飲食サービス業」が42万9,189人(同9.9％)となっています。

構成比では、「医療・福祉」が全体の11.2％で、前回調査と比べ1.7ポイント増加している一方、「製造業」は14.9％で、前回調査と比べ1.2ポイント減少しています。


市町村別の状況

事業所数の約５割が大阪市に集中
市町村別では、大阪市が18万9,234事業所(大阪府全体の46.3％)と最も多く、次いで堺市が２万9,198事業所(同7.1％)、東大阪市が２万6,285 事業所(同6.4％)などとなっています。



産業分類別の売上高及び全国に占める割合（事業所に関する集計）

産業大分類別に本府の売上（収入）金額（以下、「売上高」）をみると、「卸売業、小売業」の売上高が54兆1,553億円（全国に占める割合11.0％で全国第2位）で最も高く、次いで「製造業」の売上高が17兆8,520億円（同6.0％で同第3位）、「医療、福祉」の売上高が3兆9,391億円（同5.2％で同2位）となっている。

　


　　なお、売上高について、ネットワーク型産業（※）の事業所については事業所単位での把握ができないため、全産業に係る集計は掲載していません。

（※）「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「金融業、保険業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス業」、「サービス業（他に分類されないもの）」
産業大分類別民営事業所数の構成比の比較(平成21,24年)





[表4-1 参照]





産業大分類別従業者数の構成比の比較(平成21,24年)





[表4-1 参照]





事業所数の状況





[表4-3参照]





産業大分類別（事業所に関する）大阪府売上高及び全国に占める割合





[表4-5参照]









